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はじめに 

○まえがき 

本町では、これまで「第４次勝央町振興計画（平成 24 年３月策定）」に基

づき、「心豊かに安心して暮らせる自然と文化のまち“元気な勝央”」の実現

に向けてまちづくりに取り組んできた。 

平成 26 年 11 月 28 日に「まち・ひと・しごと創生法」が施行され、同 12

月 27 日には、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・

しごと総合戦略」が策定され、今後の「地方創生」の方向性が示された。 

本ビジョンは、「勝央町元気なまち総合戦略」の策定にあたり、本町の人

口動態の現状、地域特性、課題を整理・分析し、将来人口フレームを予測推

計したものである。 

 

 

○位置づけ 

勝央町人口ビジョンは、本町における人口の現状を分析し、人口に関する

町民の意識を共有するとともに、今後目指すべき将来の方向性と人口の将来

を展望するものである。 

 

 

○対象期間 

勝央町人口ビジョンの対象期間は、国の長期ビジョンの期間を踏まえ、

2040 年とする。 

 

 

 

 

  



2 
 

図表 1 総人口の推移 

第１章 人口の現状分析 

１ 時系列による人口動向分析 

１－１ 総人口の推移 

国勢調査のデータを用いて、総人口の増減について分析を行った。なお、2015

年以降の値については、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）による推計

値である。 

本町では、1980年から1985年にかけて人口急増期があった。1985年から1995

年は、いわゆる高原状態にあり、人口の大きな変動はみられない。 

それ以後はなだらかな減少状態が続いているが、減少幅は比較的ゆるやかで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

10,382

11,469
11,539

11,669

11,428

11,263
11,195

10,959

10,653

10,330

10,024

9,713

9,385

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

（人）

総人口

→ 社人研による推計値



3 
 

１－２ 年齢３区分別人口の推移 

1985 年から年少人口は一貫して減少を続けている。生産年齢人口も 1985 年

をピークに減少基調である。反対に、老年人口は年々増加しており 1995 年に

老年人口が年少人口を逆転した。 

高齢化率は 1995 年に 22.1％、2010 年には 27.9％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図表 2 人口及び年齢３区分別人口の推移 
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２ 年齢階級別の人口移動分析 

２－１ 出生・死亡数、転入・転出数の推移 

本町の自然増減と社会増減では実数ベースでおおよそ３～４倍程度、社会増

減の方が大きい値を示している。 

自然増減では、1995 年から一貫して出生数より死亡数の方が多くなっている。

社会増減では、長期傾向として転入数、転出数とも減少傾向がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」、総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」、国配付資料他 

注）国・岡山県は確定値、勝央町はベイズ推定値 

 

図表 3 出生・死亡数、転入・転出数の推移 
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図表 4 合計特殊出生率の推移 

2000年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

国 1.36 1.26 1.32 1.34 1.37 1.37 1.39 1.39 1.41

岡山県 1.51 1.37 1.40 1.41 1.43 1.39 1.50 1.48 1.47

勝央町 1.66 1.61 1.61 1.61 1.64 1.64 1.64 1.64 1.64
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２－２ 年齢 3 区分別の人口移動の状況 

本町では、2011 年までは社会増であったが、2012 年より社会減となってい

る。 

人口移動を年齢階級別にみると、生産年齢人口の転出増の影響が大きい。 

2013 年を詳細に見てみると、生産年齢人口の転出が多く、年少人口において

は若干であるが、転入が多くなっている。このことから、単身者の転出が多く、

子育て世代は、一定の割合で転入が続いていることが想定できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 

図表 5 年齢３区分別の人口移動の状況（勝央町） 
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２－３ 住民基本台帳人口を用いた地区別人口の推移 

直近２回の国勢調査における人口は、2005 年が 11,263 人、2010 年が 11,195

人となっている。2010 年以降の人口の推移をみるために、住民基本台帳におけ

る最近 10 年間の人口データを分析した。 

 

イ） 総人口・年齢３区分別人口の推移 

国勢調査と住民基本台帳とのデータを 2005 年、2010 年の 2 点で比較してみ

ると、いずれも住民基本台帳人口が 300 人程度多くなっている。 

国勢調査からの 2015 年の推計人口は 10,959 人、住民基本台帳 2014 年の人

口は 11,331 人となっている。300 人程度の誤差を考慮しても、推計値より人口

減少幅が小さくなっていることがわかる。 

2008 年から 2010 年にかけては、住民基本台帳人口は微増である。要因を探

るために、地区別の推移分析を行った。 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 各年 10 月 1 日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

図表 6 勝央町の人口推移 

図表 7 勝央町の年齢３区分別人口の推移 
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ロ） 地区別の推移 

2008年から2010年にかけての人口推移に着目してみると、植月地区での生産年

齢人口、及び年少人口が増加している。他の地区においては横ばいか微減である。 

ほとんどの地区で、2011 年に一旦高齢化率が低下している。町中心部と周辺部

における人口減少率の違いや、いびつな人口分布状況は本町では見られない。そ

れでも、各地区における微減が積み上げられ、全町的に人口減少方向にあることが

読み取れる。 

上記の 2008 年から 2010 年の人口増加や、2011 年における高齢化率の低下につ

いて要因をさらに詳細に分析することにより、必要な施策の展望が開けると考えら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

図表 9 勝間田地区の人口推移 

図表 8 地区別人口増減の推移（2010 年→2014 年） 
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資料：住民基本台帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

 

 

図表 10 植月地区の人口推移 

図表 11 吉野地区の人口推移 
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資料：住民基本台帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

 

 

図表 12 古吉野地区の人口推移 

図表 13 高取地区の人口推移 図表 14 高取地区の人口推移 
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２－４ 地区別の高齢化推移 

図表５から図表７に大字単位の高齢化率の推移を示す。いずれの地区におい

ても高齢化が進行していることがわかる。本町の中心部の勝間田地区でも、高

齢化が進んでいる。辺縁部ではより一層の高齢化の進行が顕著である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

図表 15 地区別高齢化率（2000 年） 
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資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図表 16 地区別高齢化率（2005 年） 

図表 17 地区別高齢化率（2010 年） 
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２－５ 性別・年齢階級別の人口移動の最近の状況 

人口移動の背景を分析し、講ずべき施策を検討する材料を得るため、年齢階

級別に人口移動を分析した。 

年齢階級別人口移動の状況では、男性においては、10～14 歳から 15～19 歳

になるとき、及び 15～19 歳から 20～24 歳になるときに大幅な転出超過となっ

ている。女性においても同様の傾向がみられる。 

一方で、20～24 歳から 25～29 歳になるときに、逆に大幅な転入超過になっ

ている。男性ではこの傾向がみられない。これらは、高校や大学への進学に伴

う転出、及び大学卒業に伴う転入の影響が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

図表 18 2005～2010 年の年齢階級別人口移動（勝央町男性） 
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資料：国勢調査 

 

図表 19 2005～2010 年の年齢階級別人口移動（勝央町女性） 
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２－６ 性別・年齢階級別の人口移動の長期的状況 

年齢階級別人口移動の長期的動向は、男性は 2000 年→2005 年にかけて 15～

19 歳→20～24 歳の転出数が少なかったが、2005 年→2010 年の 15～19 歳→20

～24 歳の転出数が大幅に増加している。女性は男性と逆で 2000 年→2005 年に

かけて 15～19 歳→20～24 歳の転出数が最大になり、2005 年→2010 年の 15～

19 歳→20～24 歳の転出数が大幅に減少している。 

1980 年→1985 年においては 20～24歳→25～29歳から 55～59歳→60～65歳

まで、継続して転入が多い状態であったが、急速に転入超の年代層が低年齢化

している。これは、一旦進学で転出した人々が、卒業後も転出先で就職をし、

Ｕターンしなくなったことが原因として考えられる。2000 年→2005 年の男性

における 15～19 歳→20～24 歳の転出数と、20～24 歳→25～29 歳と 30～34 歳

→35～40 歳をあわせた転入数を比較すると、転出超過であるが、女性は転入超

過である。この年齢層における他市町村からの女性の転入者を分析することに

より、地元の女性が結婚を機にＵターンしているのか、他市町村出身の女性が

転入（Ｉターン）していることなどが推測される。 
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資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図表 20 年齢階級別人口移動の推移（勝央町男性） 

図表 21 年齢階級別人口移動の推移（勝央町女性） 
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２－７ 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

自然増減の推移をみてみると、1995 年から一度も自然増になったことがない。 

社会増減は年ごとのばらつきがあり、2010 年は+73 人、2011 年は+37 人、2012

年は+10 人と社会増で推移していたが、2013 年には-76 人と急変している。 

自然減の要因として、出生率の低下との関連性は明確に見当たらないが、今

後急速に自然減が増えると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態調査」、総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 

 

図表 22 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響（勝央町） 
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２－８ 産業構造に係る人口動向 

産業別就業者数の状況では「製造業」に就業している方が 1,460 人で最も多

く、次いで「農業、林業」が 697 人、「卸売業、小売業」が 683 人、「医療、福

祉」が 599 人となっている。 

男女別にみると、男性では「製造業」に就業している方が 988 人で最も多く、

次いで「農業、林業」が 455 人、「卸売業、小売業」が 322 人、「建設業」が 360

人となっている。女性では、「医療、福祉」に就業している方が 508 人で最も

多く、次いで「製造業」が 472 人、「卸売業、小売業」が 361 人、「農業、林業」

が 242 人となっている。 

また、本町の産業構造の特徴として、就業比率を全国と比較してみると、「農

業、林業」が 3.41 と非常に高く、次いで「複合サービス業」が 2.92 となって

いる。一方、「漁業」が 0.06、「情報通信業」が 0.15 と低くなっている。 

男女別でみると、女性の「鉱業、採石業、砂利採取業」の値が大きくなって

いるが、就業者数（男性３名、女性１名）は僅少であるため異常値であり、大

きな違いはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

図表 23 産業別就業者数の状況 
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資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

図表 24 就業者比率の状況（全体） 
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図表 25 就業者比率の状況 
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資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

図表 26 特化係数（全体） 

図表 27 特化係数（男性・女性） 
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２－９ 昼夜間人口の推移 

本町では昼間人口の方が夜間人口（定住人口）より多く、昼夜間人口比率は

100％を上回っている。他市町村からの流入は、主に工業団地、勝間田高校な

どへの従業、通学が主である。 

 

 

 

 

図表 28 昼夜間人口の推移 

単位：人 

年 

常住地によ

る人口 

（夜間人口） 

当地に常住

する就業者・

通学者数 

当地で従業・

通学する就

業者・通学者

数（従業・通

学地不詳を

含む） 

昼間人口 
昼夜間人口

比率 

2000年 11,428 6,527 7,443 12,344 108.0%

2005年 11,263 6,355 7,527 12,435 110.4%

2010年 11,195 5,953 6,881 12,123 108.3%

資料：国勢調査 
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第２章 将来人口推計 

１ 将来人口推計 

１－１ パターン１とパターン２の総人口の比較 

「地方人口ビジョン」において、将来の人口を見通すための基礎作業として、

一定の推計方式によって将来人口を推計した。 

推計としては、以下のパターンを利用した。 

パターン１：全国の移動率が、今後一定程度縮小すると仮定した推計（社人研推計準拠） 

パターン２：全国の総移動数が、平成 22（2010）～27（2015）年の推計値と概ね

同水準でそれ以降も推移すると仮定した推計（日本創成会議推計準拠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所推計、日本創成会議推計 

 

 

 

 

 

図表 29 パターン１とパターン２の総人口推計の比較 
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１－２ 人口減少段階の分析 

「人口減少段階」は、一般的に、「第１段階：老年人口の増加（総人口の減

少）」、「第２段階：老年人口の維持・微減」、「第３段階：老年人口の減少」の

３つ段階を経て進行するとされている。これらより、勝央町が「人口減少段階」

のどの段階に該当するかを分析した。 

本町においては、人口減少段階は「第２段階（老年人口の維持・微減）」に

該当する。このことから、県レベルと比較して人口減少段階が１段階進んでい

ることがわかった。 

パターン１（社人研推計準拠）の推計によると、岡山県内の市町村は比較的

人口規模の大きい市町の３割が「第１段階」に該当する。 

本町においては、人口減少段階は「第２段階（老年人口の維持・微減）」に

該当する。県レベルと比較して人口減少段階が１段階進んでいることがわかる。

なお、人口１万人から 10 万人の県内中規模市町においては第２段階、第３段

階であること。また、人口１万人未満の小規模町村においては全てが第３段階

であることがわかる。 

県に準じた施策に取り組むことも重要であると同時に、１段階進んだ第２段

階の市町村に有効な施策に取り組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシート 

図表 30 人口の減少段階 
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図表 31 2040 年における人口の減少段階 

  2010 年 2040 年 
2010 年を 

100 とした指数 
人口減少段階

総人口 11,195 9,385 83.8 

2 
年少人口 1,514 1,212 80.1 

生産年齢人口 6,542 4,988 76.2 

老年人口 3,121 3,185 102.1 

資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシート 

注）端数処理の関係上、年齢３区分の合計値と総人口が一致しない場合がある。 
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１－３ 人口増減状況の分析 

2010 年の総人口を 100 とした場合の人口増減状況を把握する。これより、平

成 32（2020）年から平成 42（2030）年、平成 52（2040）年にかけての人口増

減状況別の推移を分析する。 

 

図表 32 人口増減状況（対 2010 年）別の市町村数の推移（岡山県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（太枠線囲みは勝央町の位置） 

資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシート 

 

図表 33 人口増減状況（対 2010 年）の推移（勝央町） 

  2020 年 2030 年 2040 年 

総人口 95.1 89.5 83.8 

年少人口 96.3 85.0 80.1 

生産年齢人口 88.3 82.4 76.1 

老年人口 108.8 106.6 101.9 

資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシート 

市町村数 割合 市町村数 割合 市町村数 割合

1 3.7% 0 0.0% 0 0.0%

12 44.4% 4 14.8% 2 7.4%

14 51.9% 8 29.6% 4 14.8%

0 0.0% 14 51.9% 7 25.9%

0 0.0% 1 3.7% 13 48.1%

0 0.0% 0 0.0% 1 3.7%

うち50以下 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

27 100.0% 27 100.0% 27 100.0%

100超

全体

2040年2030年2020年2010年を
100とした指数

60以下

60～70

70～80

80～90

90～100
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２ 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

２－１ 総人口の分析 

人口の変動は、死亡を別にすると、出生と移動によって規定されるが、その

影響度は各自治体によって異なる。例えば、すでに高齢化が著しい自治体では、

出生率が上昇しても出生数に大きな影響は想定されず、また、若年者が多く出

生率が低い自治体では、出生率の上昇は大きな影響をもたらすことが想定され

る。 

将来人口に及ぼす、自然増減（出生、死亡）や社会増減（人口移動）の影響

度を分析した。将来人口推計におけるパターン１（社人研推計準拠）をベース

に、以下の２つのシミュレーションを行った。 

 

シミュレーション１：仮に、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に

保てる水準の 2.1）まで上昇したとした場合のシミュレーショ

ン 

シミュレーション２：仮に、合計特殊出生率が人口置換水準（2.1）まで上昇し、か

つ人口移動が均衡したとした場合（転入・転出数が同数となり、

移動がゼロとなった場合）のシミュレーション 

 

社人研推計準拠（パターン１）では 2040 年に 9,385 人、2060 年に 8,017 人

であったが、シミュレーション１では 2040 年に 9,626 人、2060 年に 8,649 人

となり、シミュレーション２では 2040 年に 9,527 人、2060 年に 8,645 人とな

った。 
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資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシート 

 

図表 34 総人口の推計結果 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

パターン１ 11,195 10,956 10,648 10,328 10,018 9,712 9,385 9,035 8,686 8,352 8,017

シミュレーション１ 11,195 10,921 10,591 10,298 10,085 9,872 9,626 9,358 9,097 8,868 8,649

シミュレーション２ 11,195 10,899 10,547 10,239 10,012 9,779 9,527 9,274 9,036 8,830 8,645

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500(人)

パターン１ シミュレーション１ シミュレーション２
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２－２ 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

本町においては、自然増減の影響度が「２（100～105％）」、社会増減の影響

度が「１（100％未満）」となっている。このことから、出生率の上昇や社会増

を目指す施策と併せて、死亡率の減少（自然減の減少）や転出の減少（社会減

の減少）につながる施策も有効であると考えられる。 

 

 

図表 35 自然増減、社会増減の影響度（勝央町） 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の影響度1 

シミュレーション１の 2040 年推計人口 ＝ 9,626 （人） 

2 パターン１の 2040 年推計人口 ＝ 9,385 （人） 

⇒9,626／9,385 ＝ 102.6 （％） 

社会増減の影響度2 

シミュレーション２の 2040 年推計人口 ＝ 9,527 （人） 

1 シミュレーション１の 2040 年推計人口 ＝ 9,626 （人） 

⇒9,527／9,626 ＝ 99.0 （％） 

資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシート 

 

 

 

                                                  
1 自然増減の影響度：「１」＝100％未満、「２」＝100～105％、「３」＝105～110％、「４」＝110～115％、「５」＝

115％以上 
2 社会増減の影響度：「１」＝100％未満、「２」＝100～110％、「３」＝110～120％、「４」＝120～130％、「５」＝

130％以上 
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２－３ 人口構造の分析 

人口移動（純移動率）をゼロにするシミュレーション２における年齢３区分

人口を見てみると、年少人口、生産年齢人口では目立った値は出てこなかった。

このことから本町では、自然増の施策に積極的に取り組むことが大変重要であ

ることがわかる。 

 

図表 36 推計結果ごとの人口増減率（勝央町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシート 

注）端数処理の関係上、年齢３区分の合計値と総人口が一致しない場合がある。 

 

 

うち0～4歳
人口

-16.2% -19.9% -25.6% -23.9% 1.9% -24.8%

シミュレーション１ -14.0% -2.1% -9.0% -24.3% 1.9% -27.0%

シミュレーション２ -14.9% -3.1% -8.8% -23.3% -2.9% -26.9%

-18.7% -22.1% -27.9% -27.3% 1.2% -28.6%

20～39歳
女性人口

2010年
→2040年
増減率

パターン１

パターン２

総人口 0～14歳
人口

15～64歳
人口

65歳以上
人口

単位：人

うち0～4歳
人口

2010年 11,195 1,514 524 6,553 3,124 1,228

9,385 1,212 390 4,988 3,183 923

シミュレーション１ 9,626 1,482 477 4,961 3,183 897

シミュレーション２ 9,527 1,467 478 5,028 3,032 898

9,103 1,179 378 4,762 3,163 877

2040年

0～14歳
人口

総人口 20～39歳
女性人口

65歳以上
人口

15～64歳
人口

パターン２

パターン１

現状値
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２－４ 老年人口比率の変化（長期推計） 

パターン１とシミュレーション１、シミュレーション２について、2040 年時

点の仮定を 2060 年まで延長して推計し、人口構造の変化を把握した。５年毎

に、年少人口比率・生産年齢人口比率・老年人口比率を求め、老年人口比率が

どのように変化するかを分析した。 

本町では、パターン１では 2055 年まで一貫して、老年人口比率が増加して

いくが、シミュレーション１・２では 2050 年から老年人口比率が下がり始め、

かつ老年人口比率のピーク値がパターン１に比べて大きく下回る。また、減少

幅もパターン１に比べてシミュレーション１・２の方が大きいことがわかる。 

詳細に見ていくと、2050 年のシミュレーション１の年少人口比率、生産年齢

人口比率がそれぞれ 15.3％、50.3％となっており、シミュレーション２が

15.5％、51.9％となっている。年少人口比率と生産年齢人口比率のボトムとな

るタイミングは異なるが、本町では、社会増減よりも自然増減を重視した施策

が有効であることがわかる。このことは 75 歳以上人口比率のピーク値から鑑

みても同様のことが言える。 

これらより、手立てを講じないパターン１と比較して、有効な施策に取り組

むことにより、将来の人口構成が大きく異なってくることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシート 

注）端数処理の関係上、年齢３区分の百分率合計値が 100%とならない場合がある。 

  

図表 37 2010 年から 2040 年までの総人口・年齢３区分別人口比率 

（勝央町：パターン１及びシミュレーション１、２） 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

11,195 10,956 10,648 10,328 10,018 9,712 9,385 9,035 8,686 8,352 8,017

13.5% 13.7% 13.7% 13.2% 12.8% 12.9% 12.9% 12.9% 12.7% 12.6% 12.5%

58.5% 56.2% 54.4% 53.8% 53.9% 54.3% 53.2% 52.1% 51.2% 51.0% 51.5%

27.9% 30.1% 31.9% 33.0% 33.2% 32.9% 33.9% 35.0% 36.0% 36.4% 36.0%

75歳以上人口比率 16.4% 17.0% 17.3% 19.1% 20.7% 21.6% 21.5% 20.9% 21.9% 23.0% 23.9%

11,195 10,921 10,591 10,298 10,085 9,872 9,626 9,358 9,097 8,868 8,649

13.5% 13.4% 13.2% 12.9% 13.7% 14.8% 15.4% 15.3% 15.3% 15.3% 15.4%

58.5% 56.3% 54.7% 54.0% 53.2% 52.9% 51.5% 50.9% 50.3% 50.4% 51.2%

27.9% 30.2% 32.1% 33.1% 33.0% 32.3% 33.1% 33.8% 34.4% 34.3% 33.4%

75歳以上人口比率 16.4% 17.1% 17.4% 19.2% 20.6% 21.3% 21.0% 20.2% 20.9% 21.7% 22.2%

11,195 10,899 10,547 10,239 10,012 9,779 9,527 9,274 9,036 8,830 8,645

13.5% 13.5% 13.3% 13.0% 13.7% 14.7% 15.4% 15.5% 15.5% 15.6% 15.6%

58.5% 56.4% 55.0% 54.6% 54.1% 53.9% 52.8% 52.2% 51.9% 53.3% 54.3%

27.9% 30.1% 31.7% 32.4% 32.2% 31.4% 31.8% 32.3% 32.6% 31.2% 30.1%

75歳以上人口比率 16.4% 17.0% 17.1% 18.8% 20.0% 20.5% 20.0% 18.9% 19.3% 20.0% 20.3%

単位：人、％

パターン１ 総人口

年少人口比率

生産年齢人口比率

65歳以上人口比率

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ１ 総人口

年少人口比率

生産年齢人口比率

65歳以上人口比率

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ２ 総人口

年少人口比率

生産年齢人口比率

65歳以上人口比率
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図表 38 老年人口比率の長期推計（勝央町：パターン１及びシミュレーション１、２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシート 
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36.0%
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28.0%
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パターン１ シミュレーション１ シミュレーション２
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２－５ 地区別将来人口推計 

図表 38 から図表 42 に大字単位の将来人口推計結果を示す。仮定値は、社人

研推計に準拠して推計を行った。いずれの地区においても高齢化が進むが、い

ずれ頭打ちとなり高齢化率が減少に転じる見込みとなっている。特に、高取地

区では総人口数が少ないため、2035年の37.8%をピークに一気に減少に転じる。

このため、地区に見合った適切な移住・定住施策を実施することで、より早く

高齢化を食い止めることができるものと考えられる。 

なお、地区ごとに推計を行ったため、各地区推計結果を積み上げてもパター

ン１の推計結果とならないことに留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：町事務局にて作図・作表 

注）端数処理の関係上、年齢３区分の合計値と総人口が一致しない場合がある。 

  

図表 39 勝間田地区の将来人口推計 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

老年人口 1,310 1,382 1,451 1,456 1,453 1,453 1,557 1,636 1,666 1,571 1,465

生産年齢人口 3,405 3,290 3,182 3,200 3,158 3,087 2,889 2,698 2,551 2,523 2,493

年少人口 890 904 876 773 722 690 669 651 633 608 579

総人口 5,605 5,576 5,509 5,429 5,334 5,230 5,115 4,985 4,849 4,702 4,536

高齢化率 23.4% 24.8% 26.3% 26.8% 27.2% 27.8% 30.4% 32.8% 34.4% 33.4% 32.3%

890 904 876 773 722 690 669 651 633 608 579

3,405 3,290 3,182 3,200 3,158 3,087 2,889 2,698 2,551 2,523 2,493
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資料：町事務局にて作図・作表 

注）端数処理の関係上、年齢３区分の合計値と総人口が一致しない場合がある。 

  

図表 40 植月地区の将来人口推計 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

老年人口 618 673 693 718 700 626 588 561 535 494 482

生産年齢人口 1,296 1,197 1,115 1,011 969 976 939 892 851 838 806

年少人口 276 259 245 248 238 233 229 221 210 197 188

総人口 2,190 2,129 2,053 1,978 1,906 1,835 1,756 1,675 1,596 1,529 1,476

高齢化率 28.2% 31.6% 33.8% 36.3% 36.7% 34.1% 33.5% 33.5% 33.6% 32.3% 32.7%
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資料：町事務局にて作図・作表 

注）端数処理の関係上、年齢３区分の合計値と総人口が一致しない場合がある。 

  

図表 41 吉野地区の将来人口推計 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

老年人口 578 559 535 504 469 427 374 337 307 278 265

生産年齢人口 777 704 617 552 520 497 485 462 441 429 406

年少人口 130 121 130 132 122 119 117 112 104 97 94

総人口 1,485 1,384 1,281 1,189 1,111 1,043 977 911 851 803 765

高齢化率 38.9% 40.4% 41.8% 42.4% 42.2% 40.9% 38.3% 37.0% 36.0% 34.6% 34.7%
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資料：町事務局にて作図・作表 

注）端数処理の関係上、年齢３区分の合計値と総人口が一致しない場合がある。 

  

図表 42 古吉野地区の将来人口推計 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

老年人口 333 370 373 354 323 291 267 242 227 217 212

生産年齢人口 577 500 455 426 424 416 399 389 376 364 346

年少人口 108 115 113 116 108 105 101 94 87 83 82

総人口 1,018 985 942 896 854 812 767 725 691 664 641

高齢化率 32.7% 37.6% 39.6% 39.5% 37.8% 35.8% 34.8% 33.4% 32.9% 32.7% 33.1%
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資料：町事務局にて作図・作表 

注）端数処理の関係上、年齢３区分の合計値と総人口が一致しない場合がある。 

 

 

 

図表 43 高取地区の将来人口推計 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

老年人口 285 296 288 288 280 270 247 225 208 192 177

生産年齢人口 499 462 437 403 382 358 348 340 327 317 312

年少人口 113 107 99 92 87 86 85 85 82 77 71

総人口 897 865 823 783 749 714 680 650 616 586 560

高齢化率 31.8% 34.2% 35.0% 36.8% 37.4% 37.8% 36.4% 34.7% 33.7% 32.8% 31.6%
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第３章 人口の将来展望 

１ 目指すべき将来の基礎となる町民の意識 

１－１ 将来の基礎となる町民の意識 

（１）結婚に関する意識 

町内の 18 歳から 40 歳未満の独身の方で、いずれ結婚するつもりと考える割

合は 64.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：勝央町「地方創生アンケート（平成 27 年 5 月）」 

 

結婚していない理由としては、「結婚したいと思える相手がいない」が 37.8％、

「出会う機会、きっかけがない」が 32.5％となっており、全国、岡山県の意識

調査と同じ傾向と言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：勝央町「地方創生アンケート（平成 27 年 5 月）」 

  

図表 44 独身者（18～39 歳）の今後の結婚に関する希望について 

図表 45 結婚していない理由 
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こうした状況の中で、行政が重点的に取り組むべき結婚支援事業として、「安

定した雇用の支援」が 50.5％と最も多く、「若い夫婦への住まいへの支援」が

37.9％、「結婚祝い金などの経済的支援」が 32.6％と雇用の安定と経済的支援

への意識が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：勝央町「地方創生アンケート（平成 27 年 5 月）」 

 

図表 46 行政が重点的に取り組むべき結婚支援事業 
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（％）
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（２）子ども（子育て）に関する意識 

町内の 18 歳から 40 歳未満の既婚女性については、現在の子どもを含めて将

来的な子どもの予定数 2人 53.0％、3人 25.2％となっているが、理想的な子ど

もの数は 2人 42.3％、3人 40.8％と理想的と考える子どもの数の方が多くなっ

ており、理想どおりの数となっていない状況となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：勝央町「地方創生アンケート（平成 27 年 5 月）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：勝央町「地方創生アンケート（平成 27 年 5 月）」 

 

理想的な子どもの数実現のために障壁となる理由として、「子育てや教育に

お金がかかりすぎる」が 75.1％と最も多く、「育児・出産の心理的・肉体的な

負担」が 29.1％、「子どもを預ける施設が整っていない」が 24.7％となってお

り、それらが理想と現実のギャップとなっている要因が伺える。 

  

図表 47 将来的な子どもの予定数 

図表 48 理想的な子どもの数 
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資料：勝央町「地方創生アンケート（平成 27 年 5 月）」 

 

こうした状況の中で、町が最も力を入れるべき育児サービスについては、「各

種助成などの金銭的なサポートや現物給付」が 25.8％、「保育園・認定こども

園などの施設の拡充」が 18.1％と経済的な支援と施設の充実への意識が高くな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：勝央町「地方創生アンケート（平成 27 年 5 月）」 

 

図表 49 理想的な子どもの数の実現のために障壁となること 

図表 50 勝央町が最も力を入れるべき育児サービス 
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（３）定住・移住に関する意識 

町内の 18 歳から 40 歳未満の方については、勝央町が住みやすいと感じる点

についての問いには、回答者 485 人のうち 53.0％「自然環境が良く「ほど良い

田舎」」と回答した方の割合が最も多く、「医療・福祉のサービス」28.2％、「職

場が近い、仕事が多い」24.3％と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：勝央町「地方創生アンケート（平成 27 年 5 月）」 

 

また、住む場所を検討する際に重視する点については、「安全安心な場所」

59.2％、「交通の便がよい」56.5％、「医療・福祉のサービスの充実度」53.8％、

「仕事がある」53.6％が高くなっている。 

  

図表 51 勝央町が住みやすいと感じる点 
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資料：勝央町「地方創生アンケート（平成 27 年 5 月）」 

 

こうした状況の中で、居住地決定や住宅購入のきっかけとなる行政サービス

については、「医療費無料制度」が 61.2％、「子育て世代への税制優遇や補助金」

が 58.4％と経済的支援への意識が高くなっている。 

また、町内での就労のために必要な行政サービスについては、「企業情報な

どの情報発信」が 48.7％、「就労に関する相談窓口」が 42.5％と情報ニーズが

高くなっている。 

  

図表 52 住む場所を検討する際に重視する点 
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資料：勝央町「地方創生アンケート（平成 27 年 5 月）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：勝央町「地方創生アンケート（平成 27 年 5 月）」 

 

図表 53 居住地決定や住宅購入のきっかけとなる行政サービス 

図表 54 町内で就労のために必要な行政サービス 
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１－２ 人口動向・将来人口推計の分析・対策等 

（１）人口動向の分析 

人口動向に係る各項目から、本町の人口動向の主な特徴として、以下の事項

が挙げられる。 

 

・20 歳代前半の男性人口が少ない。 

・近年は常に自然減であった。ここ数年は社会増であったが、2013 年には社

会減となった。 

・男女とも、高校や大学への進学に伴う転出がみられ、卒業すると一定数の

Ｕターンによる転入がみられる。 

・人口移動の推移をみると、10 歳代後半の女性について近年転出が減ってお

り、「地元志向」が強くなっている。 

・若年男性については、「地元志向」があまりみられない。 

・美野地区の高齢化率が町内で最も高い。 

・製造業への就業者が最も多く本町の主要産業である、次いで農業である。 

 

（２）将来人口推計の分析 

将来人口推計に係る各項目から、本町の将来推計人口の主な特徴として、以

下の事項が挙げられる。 

 

・人口減少段階は 2025 年頃から老年人口が減少に転ずる。 

・自然増減の影響度は２であり、社会増減の影響度は１であるため、出生数

増の取り組みが必要である。 

・社会移動が均衡化しても、本町には影響が少ない。 

・合計特殊出生率の上昇と社会移動の均衡化が共に実現したとすると、2040

年における高齢化率の格段の違いは現れないが、2060 年には大きな差となっ

て現れる。 

 

（３）対策等の検討 

本町において、人口減少の抑制を図るためには、以下の対策が必要である。 

 

①出生数を増加させること 

②子どもを産み育てる世代を呼び込むこと 

③進学で出ていった若い世代に戻ってきてもらうこと 
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２ 目指すべき将来の方向 

これまでの人口の現状分析や将来人口推計を踏まえると、人口減少により想

定される地域社会への影響を抑えるためには、①出生数の減少などによる自然

減を減らしていく②人口移動による社会減を減らしていく必要があることか

ら、本町の目指すべき将来の方向としては、「本町の人口減少を抑え、将来に

わたって地域の活力を維持すること」が求められている。 

この実現に向けて、次の柱に沿って、具体的な取組を進めていく必要がある。 

 

（１）移住・定住に関する希望を実現する。 

・県外に進学、就職した人とのネットワーク構築などを通じて「勝央町に帰

る、住む」ことを促進する。 

・ほど良い田舎であって、インフラが充実した本町の住環境にあって、関西

圏にも近い本町の魅力を活かすとともに、仕事や住まい、子どもの教育など

の総合的な情報提供や支援を通じて、町外からの移住を促進する。 

 

（２）若い世代の結婚・子育て等に関する希望を実現する。 

・「結婚したい」、「子どもが欲しい」といった希望がかなえられるとともに、

多様化するニーズに応じたサービスや施設の充実、子育て支援制度の充実に

取り組むなど安心して出産・子育てができる環境をつくる。 

 

（３）活気のある地域を創る。 

・女性や高齢者が社会で躍動するとともに、多様な個性・能力が培われ、地

域への誇りをもって、地域で活躍する人材を育てる。 

・元気にあふれる自発の地域づくりを進める。 
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３ 人口の将来展望 

目指すべき将来の方向を実現するための３つの柱に沿って、町内への新しい

人の流れをつくり、子育ての希望をかなえる環境や活力ある地域を創ること、

そしていま住んでいる人へ勝央町の魅力をつくりだすことで、勝央町への定住

を生み出し、人口の減少を可能な限り抑えることができる。 

こうした地方創生の取り組みを実現することにより、地域経済や地域社会に

対する影響は最小限に留まると考えられ、本町では 2040 年の人口を独自推計

欄のとおりと見込まれる。 

地域創生への取り組みにあたっては、これからの地域社会を、自ら考え、自

ら行動する自発的な地域づくりが必要であり、町・町民が一体となって推進し

ていくことが求められている。 
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図表 55 将来人口推計結果についての比較（2040 年人口） 

単位：人 

パターン１ シミュレーション１ 独自推計 

総人口 9,385 9,626 10,501

0～14 歳人口 1,212 1,482 1,699

15～64 歳人口 4,988 4,961 5,688

65 歳以上人口 3,183 3,183 3,114

資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシート、町独自推計結果 

 

注１：端数処理の関係上、年齢３区分の合計値と総人口が一致しない場合がある。 

注２：「パターン１」は、社人研推計準拠。 

注３：「シミュレーション１」は、仮に、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的

に一定に保てる水準の 2.1）まで上昇したとした場合のシミュレーション。 

注４：「独自推計」は、町が実施する施策により、2015 年以降、15 世帯（40 人程度）

の移住が実現した場合、シミュレーション１のパラメータに加えて、社会移動数を設定し

た推計値。詳細は以下の通り。 

○合計特殊出生率の設定について 

シミュレーション１と同様の仮定値を用いた。 

 

○純移動数の設定について 

独身単身者世帯（20～24 歳の男性または女性）を２世帯、若年夫婦世帯（子どもなし、25～29

歳男女）を２世帯、若年夫婦世帯（0～4 歳の子ども１人（男性または女性）と 30～34 歳男女）

を２世帯、若年夫婦世帯（0～4 歳と 5～9 歳の子ども２人（男性または女性）、35～39 歳男女）

を２世帯、若年夫婦世帯（5～9 歳と 10～14 歳の子ども２人（男性または女性）、40～44 歳男

女）を４世帯、リタイヤ組夫婦世帯 60～64 歳男女を２世帯、介護施設等の入居者として 80～84

歳の男性１名、85 歳以上の女性１名を年間社会増として設定した。 
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資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシート・町独自推計結果より作図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシートより作図・作表 

注）端数処理の関係上、年齢３区分の合計値と総人口が一致しない場合がある。 

図表 56 パターン１・シミュレーション１と独自推計比較 

図表 57 パターン１の年齢３階級の将来人口推移 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

65歳以上 3,124 3,303 3,400 3,409 3,329 3,193 3,183

15～64歳 6,553 6,154 5,789 5,558 5,402 5,269 4,988

0〜14歳 1,514 1,500 1,458 1,362 1,287 1,249 1,212

総人口 11,195 10,956 10,648 10,328 10,018 9,712 9,385

高齢化率 27.9% 30.1% 31.9% 33.0% 33.2% 32.9% 33.9%
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パターン１ 11,195 10,956 10,648 10,328 10,018 9,712 9,385

シミュレーション１ 11,195 10,921 10,591 10,298 10,085 9,872 9,626

独自推計 11,195 10,999 10,647 10,460 10,469 10,489 10,501
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資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシートより作図・作表 

注）端数処理の関係上、年齢３区分の合計値と総人口が一致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシートより作図・作表 

注）端数処理の関係上、年齢３区分の合計値と総人口が一致しない場合がある。 

図表 59 独自推計の年齢３階級の将来人口推移 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

65歳以上 3,124 3,310 3,370 3,344 3,269 3,131 3,114

15～64歳 6,553 6,207 5,859 5,720 5,704 5,743 5,688

0〜14歳 1,514 1,482 1,418 1,396 1,496 1,615 1,699

総人口 11,195 10,999 10,647 10,460 10,469 10,489 10,501

高齢化率 27.9% 30.1% 31.7% 32.0% 31.2% 29.9% 29.6%
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図表 58 シミュレーション１の年齢３階級の将来人口推移 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

65歳以上 3,124 3,303 3,400 3,409 3,329 3,193 3,183

15～64歳 6,553 6,154 5,789 5,558 5,370 5,220 4,961

0〜14歳 1,514 1,465 1,401 1,331 1,386 1,459 1,482

総人口 11,195 10,921 10,591 10,298 10,085 9,872 9,626

高齢化率 27.9% 30.2% 32.1% 33.1% 33.0% 32.3% 33.1%
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資料：まち・ひと・しごと創生本部配布ワークシート 

 

図表 60 パターン１の合計特殊出生率（仮定値）の推移 
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